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はじめに  

い わ ゆ る 「 学 童 保 育 」 は 、 昭 和 ３ ０ 年 代 初 頭 か ら 母 親 の 就 労 の 増 加 に 伴

い、保護者等の自主運営として全国的に広がっていったことに始まります。

このため当該事業の運営の主体・内容・場所等については、 地域の実情に応

じて多様性を幅広く包含しながら展開されてきた経緯があります。  

国においては、平成１０年度から児童福祉法に基づく 放課後児童健全育成

事業（放課後児童クラブ）としての法制化が行われ、平成２７年度からの子

ども・子育て支援新制度の施行を機に、 設備及び運営に関する基準の制定、

放課後児童支援員の資格化、市町村を実施主体とする地域子ども・子育て支

援事業への位置付け、運営主体の市町村への届出制化等が実施されました。

また、放課後児童クラブの多様な実態を踏まえて、望ましい方向性に導いて

いくための全国的な標準仕様としての運営指針が示され、平成２９年３月に

はその解説書も示されて今日に至っています。  

本市においても、名称を「学童クラブ」として全小学校区への設置を進め

な が ら 、 保 護 者 を 主 体 と す る 運 営 委 員 会 の 自 主 運 営 に 対 す る 市 の 補 助 事 業

（ 自 主 運 営 方 式 ） と し て 実 施 し て き た 経 緯 が あ り ま す 。 平 成 ２ ４ 年 度 か ら

は、流山市学童クラブの設置及び管理に関する条例に基づき、市が設置する

公の施設として位置付け、指定管理者制度 に基づき社会福祉法人やＮＰＯ法

人等が運営する公設学童クラブ（公設民営方式）として実施しています。  

ま た 、 平 成 ２ ７ 年 度 か ら は 、 国 の 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 新 制 度 の 施 行 に 伴

い、運営主体は、児童福祉法に基づき市に届出を行い、国の基準に基づき市

が制定した流山市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例を遵守して運営することとなりました。  

現在、本市においては、中部地域・南部地域を中心に人口増加が続いてお

り、特に共働きの子育て世代の増加に伴って小学校の児童数と学童クラブの

需要も増加している状況にあります。このため、学童クラブの量的拡充を図

る と 同 時 に 、 適 切 な 運 営 の 質 を 確 保 し て い く こ と が 重 要 課 題 と な っ て い ま

す 。 ま た 、 児 童 や 保 護 者 を 取 り 巻 く 環 境 や 価 値 観 が 多 様 化 ・ 複 雑 化 す る 中

で、支援員等の資質や専門性の向上が求められています。  

これら国の動向や本市の状況・課題等を踏まえて、この度 策定したこの流

山市学童クラブガイドラインは、設置主体や運営主体の違いによらない本市
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学童クラブの基本的事項等を整理するとともに、 各学童クラブの実情や創意

工夫に基づく運営の柔軟性や多様性に配慮しつつ、望ましい方向性を示すた

めの標準的仕様として策定したものです。なお、本ガイドラインの策定に当

たっては、関係法令や国の運営指針等の内容に則したものとしたほか、運営

主体である指定管理者や市の附属機関であ る流山市子ども・子育て会議の意

見を踏まえて策定しました。  

今後は、市・運営主体・支援員等が、本ガイドラインに基づき、本市の学

童クラブのあり方を確認・共有し、保護者、学校及び地域等の理解と協力を

得ながら、本市学童クラブ事業の推進、各学童クラブの運営及び 児童の育成

支援に連携・協力して取り組み、その質の向上に努めて まいります。  
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第１章  総則  

１  位置付け  

（１）この流山市学童クラブガイドライン（以下「本ガイドライン」といい

ま す 。 ） は 、 設 置 主 体 や 運 営 主 体 の 違 い に よ ら な い 流 山 市 学 童 ク ラ ブ

（以下「学童クラブ」といいます。）の 基本的事項等を整理するととも

に、望ましい方向性を示すための標準的仕様として策定するものです。  

（２）また、本ガイドラインは、各学童クラブの実情や創意工夫に基づく運

営 の 柔 軟 性 や 多 様 性 に 配 慮 す る 観 点 か ら 、 最 低 基 準 と し て で は な く 、

市、運営主体及び支援員等が学童クラブのあり方を確認・共有するため

の指針として策定するものです。  

（３）市、運営主体及び支援員等は、本ガイドラインに基づき、保護者、学

校及び地域等の理解と協力を得ながら、学童クラブ事業の推進、各学童

クラブの運営及び児童の育成支援に連携・協力して取り組み、その質の

向上と機能の充実に努めるものとします。  

（４）本ガイドラインは、学童クラブを取り巻く環境や状況の変化、制度改

正等に対応するため、必要に応じて見直すものとします。  

 

２  定義  

（ １ ） 学 童 ク ラ ブ と は 、 市 内 に お い て 、 児 童 福 祉 法 （ 昭 和 22年 法 律 第 164

号）第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業を行う事業所

であって、市が委託（指定管理者制度を含みます。以下同じです。）す

る法人が運営するものをいいます。  

（２）公設学童クラブとは、市が公の施設として設置し、市が指定管理者 に

指定する法人が運営する学童クラブをいいます。  

（３）民設学童クラブとは、法人が設置し、市の委託を受けて当該法人が運

営する学童クラブをいいます。  

（４）設置主体とは、公設学童クラブを設置する市及び民設学童クラブを設

置する法人をいいます。  

（５）運営主体とは、公設学童クラブの指定管理者である 法人（複合施設の

指定管理者が共同企業体である場合にあっては、学童クラブの運営を担
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当する構成員である法人）及び民設学童クラブを運営する法人をいいま

す。  

（６）育成支援とは、こどもの健全な育成と遊び及び生活の支援を行うこと

をいいます。  

（７）支援員等とは、運営主体の職員として学童クラブにおいて児童の育成

支援に従事する放課後児童支援員及び補助員をいいます。  

（８）登録児童数とは、学童クラブに入所し登録上在籍している 児童の人数

をいいます。  

（９）利用児童数とは、学童クラブの開所日に登所し実際に出席している児

童の人数をいいます。  

 

３  根拠及び目的等  

（１）学童クラブ事業は、児童福祉法に基づき、放課後児童健全育成事業と

して運営主体が市に届出を行い、流山市放課後児童健全育成事業の設備

及 び 運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る 条 例 （ 平 成 26年 条 例 第 25号 。 以 下 「 条

例」といいます。）を遵守して運営する事業です 。また、当該事業は、

社 会 福 祉 法 （ 昭 和 26年 法 律 第 45号 ） 上 の 第 二 種 社 会 福 祉 事 業 及 び 子 ど

も・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）上の地域子ども・子育て支援

事業として規定されています。  

（２）学童クラブ事業は、保護者が労働等（保護者の疾病や介護・看護、障

害等も含みます。）により昼間家庭にいない小学校（特別支援学校小学

部を含みます。）に就学する児童（以下「放課後児童」といいます。）

を対象として、学校の授業終了後及び授業のない日（以下「放課後」と

いいます。）に、学童クラブ施設や学校の教室等を利用して適切な遊び

と生活の場を与え、児童の状況や発達段階を踏まえながら、その健全な

育成を図る事業です。  

（３）学童クラブにおける育成支援は、児童が安心して過ごせる生活の場と

してふさわしい環境を整え、安全面に配慮しながら児童が自ら危険を回

避できるようにしていくとともに、児童の発達段階に応じた主体的な遊

びや生活が可能となるように、自主性、社会性及び創造性の向上、基本



 

 - 3 - 

的な生活習慣の確立等により、児童の健全な育成を図ることを目的とし

ます。  

（４）市は、子ども・子育て支援法上の地域子ども・子育て支援事業である

学童クラブ事業の実施主体として、需要量の見込みや提供体制の確保方

策等について市の子ども・子育て支援事業計画（以下「計画」といいま

す。）に位置付け、当該事業の推進を図るものとします。  

また、市は、学童クラブ事業の実施主体として、各学童クラブが適切

に運営されるよう、運営主体を監督するとともに、当該運営に要する経

費について、国及び千葉県からの財源及び市の予算の範囲内において運

営主体に委託料を支出するものとします。  

（ ５ ） 市 、 設 置 主 体 、 運 営 主 体 及 び 支 援 員 等 は 、 児 童 福 祉 法 及 び 条 例 の ほ

か、以下の①の関係法令等（公設学童クラブにあっては、以下の②の 指

定管理者制度の関係法令等を含みます。）を遵守するとともに、放課後

児童クラブ運営指針（令和７年１月２２日こ成環第１６号こども家庭庁

成育局長通知別紙。以下「運営指針」といいます。）及び放課後児童ク

ラブ運営指針解説書（令和７年３月２８日こ成環第８９号こども家庭庁

成育局成育環境課長通知別紙。以下「解説書」といいます。）並びに本

ガイドラインの内容を踏まえ、学童クラブ事業の推進、各学童クラブの

設置・運営及び児童の育成支援を行うものとします。  

①関係法令等  

ア  こども基本法（令和４年法律第７７号）  

イ  児童の権利に関する条約（平成 6年条約第 2号）  

ウ  社会福祉法  

エ  子ども・子育て支援法  

オ  建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）  

カ  消防法（昭和 23 年法律第 186 号）  

キ  障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25 年  

法律第 65 号）  

ク  医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（令和３年  

法律第８１号）  

ケ  発達障害者支援法（平成 16年法律第 167号）  
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コ  労働関係法令（労働基準法、労働組合法、労働安全衛生法、職業  

 安定法、最低賃金法、労働者派遣法、男女雇用機会均等法、育児・  

介護休業法及び雇用保険法等）  

サ  個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）  

シ  児童福祉法施行規則（昭和 23年厚生省令第 11号）  

ス  放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成 26年  

厚生労働省令第 63号）  

セ  流山市子育てにやさしいまちづくり条例（平成 19年条例第 39号）  

ソ  放課後児童健全育成事業実施要綱（令和５年４月１２日こ成環第  

５号児童家庭庁成育局長通知別紙）  

タ  放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）における事故の報  

告等について（平成 27年 3月 27日雇児育発 0327第 1号厚生労働省雇用  

均等・児童家庭局育成環境課長通知）  

チ  その他関係法令等  

②指定管理者制度の関係法令等  

ア  地方自治法（昭和 22年法律第 164号）  

イ  流山市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平  

成 16年条例第 27号）  

ウ  流山市学童クラブの設置及び管理に関する条例（平成 23年条例第  

15号）  

エ  流山市公の施設に係る指定管理者の指定手続き等に関する条例施  

行規則（平成 16年規則第 52号）  

オ  流山市学童クラブの設置及び管理に関する条例施行規則（平成 28 

年教育委員会規則第 6号）  

カ  指定管理者制度導入にかかる指針  

キ  流山市指定管理者の管理運営状況のモニタリングに関するガイド  

ライン  
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ク  指定管理者制度に係る施設利用の満足度調査実施要領  

ケ  公共サービス基本法（平成２１年法律第４０号）  

コ  女性活躍推進法（平成２７年法律第６４号）  

サ  次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）  

シ  その他関係法令等  

 

４  基本理念  

（１）児童福祉法、こども基本法、児童の権利に関する条約及び流山市子育

てにやさしいまちづくり条例の理念に基づき、こども一人ひとりを幸福

に生きていく権利を有するかけがえのない 存在として尊重し、こどもの

最善の利益を優先して考慮し育成支援を推進します。  

（２）放課後にこどもを安全に預かり保護者の元へ帰す責務を常に自覚し、

責任感を持って真摯に児童の育成支援を行います。  

（３）こどもが集団の中で仲間達と生き生き遊び生活できるよう、日々情熱

を持って創意工夫し、こどもの健やかな成長を支援します。  

（４）支援員等とこども達や保護者が互いに信頼関係を築き、放課後にこど

もが継続的に安心して生活できるよう支援します。  

（５）働く保護者に寄り添い、こどもに関する情報を共有することにより、

保護者が安心して子育てと仕事を両立できるように支援します。  

（６）保護者、学校及び地域等と連携し、こどもをみんなで育む学童クラブ

を目指します。  

 

５  整備及び設置  

（１）市は、学童クラブ事業の実施主体として、需要に対応する定員を確保

するため、計画に基づき学童クラブを整備するものとします。  

（２）（１）において、市は、公設学童クラブを整備するとともに、６に基

づき適切と認める設置主体が計画に基づき民設学童クラブを整備する場

合においては、当該整備に要する経費について、国及び千葉県からの財

源及び市の予算の範囲内において当該設置主体に補助することができる

ものとします。  
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（３）市は、すべての流山市立小学校の通学区域（以下「小学校区」といい

ます。）ごとに公設学童クラブを設置するものとします。  

なお、学童クラブは放課後児童の育成支援の場として学校からの登所

の安全確保が前提となることから、市は、当該学校の校舎内、敷地内又

は近隣など、児童が当該学校から徒歩で安全に登所できる範囲の場所に

学童クラブを設置するものとします。  

（４）民設学童クラブの設置主体は、当該学童クラブが対象とする小学校の

近隣など、児童が当該学校から徒歩で安全に登所できる範囲の場所に学

童クラブを設置するものとします。  

ただし、当該設置主体が、送迎支援事業として当該学校と学童クラブ

間における車両による運送等の代替となる手段を提供する場合（当該利

用に係る料金を徴収しない場合に限ります。）にはこの限りではありま

せん。  

 

６  委託  

（１）市は、学童クラブ事業の実施主体として、設置主体及び運営主体の違

いによらない各学童クラブの運営に関する一定水準以上の質、継続性・

安定性及び入所基準・保育料等の公平性等を確保する観点から、５に基

づき整備及び設置された学童クラブの運営を適切と認める事業者に委託

するものとします。  

（２）市から学童クラブの運営を受託する事業者は、学童クラブの運営主体

と し て 、 本 ガ イ ド ラ イ ン の 内 容 を 踏 ま え て 適 切 に 運 営 す る も の と し ま

す。  

（３）（１）において、市は、児童福祉法に基づく届出及び条例に基づく基

準に適合して運営しようとする事業者であって、安定した経営基盤や運

営体制のほか、児童の健全育成や地域の実情についての理解を十分に有

し、継続的・安定的に運営することができる事業者に学童クラブの運営

を委託することができるものとします。  

その場合において、受託できる事業者（複合施設の運営を共同企業体

として受託する場合にあっては、学童クラブの運営を担当する構成員で

あ る 事 業 者 ） は 、 法 人 そ の 他 の 団 体 等 （ 個 人 は 不 可 。 ） で あ っ て 、 か

つ、①の事項のいずれにも該当しないものとします。  
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 ①欠格事項  

ア  地 方 自 治 法 施 行 令 （ 昭 和 22年 政 令 第 16号 ） 第 １ ６ ７ 条 の ４ 第 １ 項

（同項を準用する場合を含む。）に規定する者に該当する者  

イ  地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同項を準用する場合を含

む。）に規定する者に該当するもの  

ウ  地方自治法第９２条の２、第１４２条又は第１６６条に該当する者  

エ  会社更生法（ 平成 14年法律第 154号）、民事再生法 （平成 11年法律

第 225号）の適用 を 申請した者で 、こ れらの法に基 づく 裁判所からの

更生手続又は再生手続の開始決定がされていない者  

オ  国税、県税又は市税を滞納している者  

カ  労働保険（雇用保険・労災保険）及び社会保険（健康保険・厚生年

金保険）への加入の必要があるにも関わらず、その手続きを行ってい

ない者  

キ  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第

77号）第２条第２号に掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動を行

う団体であること。また、役員に同条第６号に規定する暴力団員がい

ること。  

ク  地方自治法第２４４条の２第１１項に規定する者に該当する者  

ケ  学童クラブを円滑に運営できる安定的かつ健全な財務能力を有しな

い者  

コ  手形交換所による取引停止処分を受けてから２年を経過しない者又

は６か月以内に手形又は小切手を不渡りにした者  

 

７  対象児童  

（１）各小学校区の公設学童クラブの対象児童 は、原則として当該小学校の

放課後児童とします。  

（２）民設学童クラブの対象児童は、原則として当該学童クラブの設置主体

が定める小学校の放課後児童とします。  

（３）流山市立小学校以外の学校の放課後児童（市民に限ります。）につい

ては、当該児童の居住する小学校区の公設学童クラブ又は当該小学校区
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を対象とする民設学童クラブの対象児童とします。ただし、保護者等の

送迎により登所及び降所の安全が確保できる場合に限ります。  

（４）運営主体は、（１）～（３）の対象児童（以下「基本対象児童」とい

います。）の入所決定の後に受入れが可能な場合においては、基本対象

児童以外の放課後児童を対象児童とすることができるものとします。た

だし、当該児童を基本対象児童とする学童クラブに入所できない場合で

あって、保護者等の送迎により登所及び降所の安全が確保できる場合に

限ります。  

 

８  開所条件  

（１）開所日  

月曜日から土曜日  

ただし、（２）の休所日を除きます。  

（２）休所日  

日曜日、祝日、年末年始（１２月２９日から１月３日）  

ただし、運営主体は、必要と認めるときは市の承認を得て、休所日を

変更し、又は臨時に休所日とすることができるものとします。  

（３）開所時間  

①基本開所時間  

学校の授業のある日  授業終了後から午後６時まで  

学校の授業のない日  午前８時から午後６時まで  

②延長保育時間  

すべての開所日    午後６時から午後７時まで  

学校の授業のない日  午前７時から午前８時まで  

（４）その他  

保護者が仕事等のやむを得ない事情により、延長保育時間を超えて育

成支援を希望する場合、運営主体の自主事業として、最長午後９時まで

の夜間特別保育を実施すること。  
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９  保育料等  

（１）収受  

運営主体は、自身の収入として保護者から保育料等を収受し、当該学

童クラブの運営に要する経費に充当するものとします。  

（２）保育料等の額  

①保  育  料  月額９，５００円  

②延長保育料  １回１００円  

③そ  の  他  運営主体の自主事業として夜間特別保育を実施する場合  

の料金は、運営主体が設定するものとします。  

（３）納入期限  

①保  育  料  毎月２５日（入所した日が２５日後であるときは、翌月

の２５日とし、これらの日が休所日に当たる場合にあっ

ては、これらの日後において最も近い開所日）  

② 延 長 保 育 料  翌 月 の ２ ５ 日 （ そ の 日 が 休 所 日 に 当 た る 場 合 に あ っ て

は、その日後において最も近い開所日）  

③そ  の  他  運営主体の自主事業として夜間特別保育を実施する場合

の納入期限は、運営主体が設定するものとします。  

（４）日割計算  

児童が月の途中に入所し、又は退所した場合における当該月の保育料

は、当該月に当該児童が利用可能であった日数（２５日を超えるときは

２５日）を２５で除した数を当該保育料に乗じて得た金額（１０円未満

の端数があるときは当該端数を切り捨てた額）とします。この場合にお

いて、既に当該額を超えて納入された当該月分の保育料があるときは、

その差額を還付するものとします。  

（５）減免  

①  運営主体は、保護者の属する世帯が以下のア～オのいずれかに該当

するときは、当該に定める割合を当該保護者が納入すべき保育料の額

に乗じて得た額を当該保護者が納入 すべき保育料から減免するものと

します。  
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ア  生 活 保 護 法 （ 昭 和 25年 法 律 第 144号 ） の 規 定 に よ る 被 保 護 世 帯  

１００分の１００  

イ  世 帯 に 属 す る 者 の 全 て が 前 年 度 分 の 市 町 村 民 税 が 非 課 税 の 世 帯  

１００分の１００  

ウ  世 帯 に 属 す る 者 の 全 て が 前 年 分 の 所 得 税 が 非 課 税 の 世 帯 で あ っ

て、かつ、前年度分の市町村民税のうち均等割のみの課税世帯（ア

及びイに掲げる世帯を除く。）  １００分の６０  

エ  世 帯 に 属 す る 者 の 全 て が 前 年 分 の 所 得 税 が 非 課 税 の 世 帯 で あ っ

て、かつ、前年度分の市町村民税のうち所得割の税額が５，０００

円未満である世帯（ア及びイに掲げる世帯を除く。）  １００分の

３０  

オ  その他市が必要と認める世帯（ア～エに準ずる世帯）  

市が必要と認める割合（ア～エに準ずる割合）  

②  市は、減免した保育料に相当する額を運営主体に補償するものとし

ます。  

③  運営主体は、保育料の減免制度について利用者全員に広く周知する

ものとします。  

（６）滞納防止  

運営主体は、利用者負担の公平性や運営の安定性・継続性を確保する

観点から、保育料等の滞納の防止に努めるものとします。  
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第２章  入所及び退所  

１  入所基準  

（１）入所要件  

入所基準を適用する要件は、放課後児童の保護者が以下の①～⑥のい

ずれかの事由に該当するときとします。  

①就労     月の就労時間の合計が６４時間以上であって、月１２日

以 上 か つ １ 日 ５ 時 間 以 上 労 働 す る こ と を 常 態 と す る こ

と。（育児休業を取得中であるときを含む）  

②妊娠・出産  出産予定日をはさんで前後２か月合計５か月以内である

こと。  

③疾病・障害  疾病にかかり、若しくは負傷し、又は精神若しくは身体

に障害を有していること。  

④災害復旧   震災、風水害、火災その他の被害を受け、その復旧に当

たっていること。  

⑤就学     学校に在学している又は職業訓練を受けていて、月の就

学時間の合計が６４時間以上であって、月１２日以上か

つ１日５時間以上就学することを常態とすること。  

⑥ そ の 他    昼 間 家 庭 で 養 育 で き な い と 市 が 認 め る 事 由 （ 介 護 、 看

護、ＤＶ等）に該当すること。  

（２）優先児童  

運営主体は、入所要件を満たす児童のうち、小学校３年生までの児童

及び障害のある児童（以下「優先児童」といいます。）を優先して受け

入れるものとします。  

優先児童以外の入所要件を満たす児童については、優先児童の入所決

定の後に受入れが可能な場合において受け入れるものとします。  

（３）利用指数及び調整指数  

運営主体は、入所児童の選考が必要な場合は、保護者の状況等を踏ま

えて選考するものとし、利用調整に当たっては、以下の①の利用指数及

び②の調整指数を合算した値が高い順に優先順位を決定するものとしま

す。  
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この場合において、当該合算した値が同じ場合は、児童の生活・養育

の現状から見て緊急度の高い順に優先順位を決め、調整を行うものとし

ます。  

①利用指数  

保護者の状況  
利用

指数  

労 働 す る こ と

を 常 態 と し て

いる  

外勤  

常勤者  

専従者  

月２０日以上かつ１ 日８時間以上  10 

月２０日以上かつ１ 日６時間以上  ９  

パート  

臨時等  

月２０日以上かつ１ 日８時間以上  ９  

月１６日以上かつ１ 日６時間以上  ７  

月１２日以上かつ１ 日５時間以上  ５  

自営業  

事業主  

専従者  

月２０日以上かつ１ 日８時間以上  ９  

月２０日以上かつ１ 日６時間以上  ８  

協力者  

補助者  

月１６日以上かつ１ 日６時間以上  ７  

月１２日以上かつ１ 日５時間以上  ４  

育児休業を取得中で あるとき  ４  

妊 娠 中 で あ る

か 又 は 出 産 後

間がないこと  

妊娠・出産  

妊 娠 障 害 等 に よ り ３ ０ 日 以 上 入 院 見 込 み

が あ る と き 、 又 は 多 胎 妊 娠 の と き 
８  

出 産 予 定 日 を は さ ん で 前 後 ２ か 月 合 計 ５

か月以内のとき  
６  

疾 病 ・ 負 傷 又

は 精 神 ・ 身 体

に 障 害 を 有 し

ている  

疾病  

入院  
１ か 月 以 上 入 院 し て い る 場 合 （ 入 院 予 定

を含む。）  
10 

居 宅 内

療養  

３ ０ 日 以 上 の 療 養 が 必 要 で 常 時 寝 た き り

の状態にある者  
９  

定 期 的 な 通 院 加 療 が 必 要 で 児 童 の 保 育 に

当たれない者  
７  

障害  

身体障害者手帳１級 、２級  

精神障害者保健福祉 手帳１級、２級  
10 

療育手帳Ａ以上  10 

上記以外の障害  ７  

災害復旧  
火 災 な ど に よ る 家 屋 の 損 傷 、 そ の 他 災 害 復 旧 の た め 児童 の

保育に当たれないと き  
11 
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就学  

就 労 を 前 提 に 職

業 訓 練 校 や 各 種

の 学 校 に 通 学 す

るとき  

月２０日以上かつ１ 日８時間以上  ９  

月２０日以上かつ１ 日６時間以上  ８  

月１６日以上かつ１ 日６時間以上  ７  

月１２日以上かつ１ 日５時間以上  ５  

その他  

配 偶 者 の 死 亡 、 行 方 不 明 、 離 婚 、 未 婚 等 で 母 子 家 庭 又 は 父

子家庭となっている とき  
10 

昼 間 家 庭 で 保 育 で き な い と 市 が 認 め る 事 由 （ 介 護 、 看 護 、

ＤＶ等）に該当する とき  

１～  

10 

②調整指数  

 条件  
調整  
指数  

加

算

指

数 

１年生  ＋９  

２年生  ＋７  

３年生  ＋５  

４年生  ＋３  

５年生  ＋１  

ひとり親世帯  ＋１  

生活保護法による扶 助を受けているとき  ＋１  

生計中心者の失業に より、就労の必要性 が高い場合  ＋１  

虐待やＤＶのおそれ がある 場合など、社 会的養護が必要な  

場合  
＋１  

一定の障害がある児 童を保育しようとす るとき  ＋１  

産休、育児休業期間 が終わり、職場復帰 するとき  ＋２  

兄弟姉妹がその学童 クラブに既に入所し ているとき  ＋１  

父母が別居（海外等 単身赴任・拘禁 ）し ているとき  ＋１  

保留決定後、３か月 以上が経過している とき  ＋１  

児童福祉等の観点か ら、特に調整が必要 と認められるとき  
＋１～  

＋ 10 

減

算

指

数 

同 居 す る 祖 父 母 （ ６ ５ 歳 以 上 を 除 く 。 ） や 近 隣 に 居 住 す る 親 族 が

保育に当たることが できるとき  
－１  

理由なく過去３か月 以上の保育料を滞納 しているとき  －５  

保 育 料 の 滞 納 が ６ か 月 以 上 あ り 、 納 付 の 督 促 等 に 対 し て 誠 意 あ る

対応が見られないと き  
－ 10 
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２  入所  

（１）定員  

各学童クラブの定員は、当該学童クラブの設置主体が定めるものとし

ます。  

（２）入所期間  

学童クラブの入所期間は、原則として各年度４月１日から３月３１日

までとし、入所の申請及び決定は単年度ごとに行うものとします。  

（３）入所申請及び入所決定  

運営主体は、原則として以下の①及び②の申請期間において入所の申

請を受け付けるものとし、入所基準及び定員に基づき、以下の①及び②

の標準処理期間において入所の可否を決定し通知するものとします。  

①当初入所申請  

年度当初からの入所について申請を受け付ける期間は、前年度の１２

月中の開所日とし、２月中旬までに入所の可否を決定し結果を通知する

ものとします。  

②随時入所申請  

運営主体は、①の申請期間終了後も随時、入所申請を受け付けるもの

とします。  

この場合において、申請を受け付ける期間は、入所を希望する日の属

する月の前月１０日（その日が休所日に当たる場合にあっては、その日

後において最も近い開所日）までとし、当該申請期間終了後１４日以内

に入所の可否を決定し結果を通知するものとします。  

（４）弾力的運用  

運営主体は、年度当初からの入所を希望する優先児童については、原

則 と し て 全 員 を 受 け 入 れ る よ う 努 め る も の と し ま す 。 こ の 場 合 に お い

て、登録児童数が定員を超えるときは、以下の①又は②に基づき条例の

基準に適合する範囲内において弾力的に運用するものとします。  

なお、市は、登録児童数が定員を大幅に上回る状況が長期にわたり継

続することのないよう、学童クラブを計画的に整備し、需要に対応でき

る定員を確保するよう努めるものとします。  
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①  年度当初４月の登録児童数に対して当該月における土曜日を除く開

所日の利用児童数の平均が概ね８割程度であることや、登録児童数も

４月をピークに夏休み後から年度末に向けて徐々に減少する傾向があ

ることなどを考慮して、運営主体は、定員に１００分の２０を乗じて

得た登録児童数の範囲内において、定員を超えて児童を受け入れるこ

とができるものとします。  

②  運 営 主 体 は 、 第 ５ 章 １ の 専 用 区 画 の 面 積 を 登 録 児 童 数 １ 人 当 た り

１．６５㎡以上確保できる場合には、定員を超えて児童を受け入れる

ことができるものとします。  

市は、この場合において面積が不足する場合には、放課後に使用可

能な特別教室等を活用できるよう、必要な調整や備品の整備などを行

い、適切な面積及び環境を確保するよう努めるものとします。  

（５）待機児童  

①  運営主体は、入所要件を満たす申請者が入所不許可となった場合に

待機児童として扱うこととします。ただし、当該学童クラブ に受入れ

が可能となった場合又は基本対象児童としての受入れが可能な他の学

童クラブがある場合に、入所する意向のある者に限ります。  

②  運営主体は、児童の受入れが可能となった場合は、待機児童及び随

時入所申請の申請者のうち、優先度の高い者から順に入所を許可する

ものとします。  

③  市及び運営主体は、１小学校区を対象として複数の運営主体が存在

する場合であって待機児童が生じる可能性があるときは、連携して当

該学童クラブの入所や申請の状況を把握し、必要なあっせん又は調整

等に努めるものとします。  

（６）案内  

①  市は、入所申請の概要や日程等について、広報ながれやま及び市ホ

ームページに掲載し、広く周知するものとします。  

②  運営主体は、各小学校区の新１年生に対し、流山市立小学校の就学

時健康診断の際に、文書で入所の案内を配付するものとします。  

③  運営主体は、具体的な申請手続や学童クラブの運営内容、利用に当

たっての留意事項等を保護者が確認できるよう明文化し、しおりやホ
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ームページ等にわかりやすく掲載するとともに、小学校区ごとに入所

説明会を開催し、保護者への周知を図るものとします。  

 

３  退所等  

（１）運営主体は、保護者が入所要件を満たさなくなったときは、速やかに

学童クラブへ申し出るよう周知するものとします。  

（２）運営主体は、利用者が学童クラブを退所しようとするときは、あらか

じ め 保 護 者 が 退 所 届 を 学 童 ク ラ ブ へ 提 出 す る よ う 周 知 す る も の と し ま

す。  

（３）運営主体は、感染症の疾病を有するときなど、学童クラブの運営上の

支障としてやむを得ない事由があると認められるときは、あらかじめ市

と協議した上で児童の入所を制限し、又は入所の許可を取り消すことが

できるものとします。  
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第３章  育成支援  

１  育成支援の内容  

（１）運営主体及び支援員等は、流山市子育てにやさしいまちづくり条例の

理念に基づき、すべての児童が幸福に生きていく権利を有するかけがえ

のない存在と認識し、運営指針及び解説書の第２章における 児童の発達

の特徴や過程を踏まえて、児童それぞれの発達過程に配慮した支援の提

供に努めるものとします。  

（２）運営主体及び支援員等は、自ら進んでこどもの権利について学習を行

った上で、育成支援を行うものとします。  

（３）運営主体及び支援員等は、こどもの人権に十分配慮するとともに、児

童一人ひとりの人格を尊重して育成支援を行い、児童に影響ある事柄に

関して児童が意見を述べ、参加することを保障するものとします。  

（４）運営主体及び支援員等は、年齢の異なる児童や障害を持つ児童などが

共に遊び生活する場である学童クラブの特性に留意し、児童が集団の中

で互いに仲間として尊重し合える関係が構築できるよう配慮するものと

します。  

（５）運営主体及び支援員等は、学童クラブにおける集団の中での遊びや生

活を通じて、児童の自主性、社会性及び創造性を育て、基本的な生活習

慣が身に付くよう、育成支援の創意工夫に努めるものとします。  

（６）運営主体及び支援員等は、学童クラブに通うことの必要性を児童が理

解できるように援助します。その際、児童の意見も踏まえ、その権利が

侵害されないよう、保護者や学校等関係機関と連携して対応するものと

します。  

（７）運営主体及び支援員等は、児童同士や支援員等とのコミュニケーショ

ンの機会となるおやつについて、補食としての栄養面、活力面及び食育

面も考慮し、児童の成長に合わせて適切に提供するよう努めるものとし

ます。また、休息時間であることを踏まえて、児童にとって楽しみな時

間となるよう工夫に努めるものとします。  

（８）運営主体及び支援員等は、授業がない日における昼食や夜間特別保育

における補食又は軽食などの提供を保護者が希望する場合には、当該保

護者の実費負担により仕出し弁当等を手配するなど、可能な範囲で の配
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慮に努めるものとします。  

（９）運営主体及び支援員等は、（７）及び（８）等の食品の提供に当たっ

ては、衛生管理を徹底するとともに、食物アレルギー事故や窒息事故等

を防止するため、応急対応について学んでおくものとします。  

 また、アレルギーのある児童については、配慮すべきことや緊急時の

対応等について事前に保護者と丁寧に連絡を取り合い、安全に配慮して

提供するものとします。  

（１０）運営主体及び支援員等は、放課後の生活の一環として、一定の時間

や環境を設けて宿題や自習等の自主的な学習活動への取り組みを促すな

ど、児童が自ら家庭学習に取り組む習慣を身に付けるため の支援を行う

ものとします。また、宿題については保護者の考えも聞き 共通の理解を

持つよう努め、困っている児童には可能な範囲で支援に努めるものとし

ます。  

 なお、学童クラブにおいて学習支援を希望する保護者には、学童クラ

ブが遊びと生活の場であることに理解を得るよう努めるとともに、家庭

においても、可能な範囲で児童の音読を聞いたり学習内容に目を通した

りして励ましてもらうことで、家庭でのふれあいやコミュニケーション

を深め、学習意欲を高めることに繋がることなどに理解を得るよう努め

るものとします。  

（１１）運営主体及び支援員等は、児童が遊びや生活の中で、自身の権利を

理解できるような環境や機会を設け、その内容を保護者に周知するよう

努めるものとします。  

（１２）運営主体及び支援員等は、児童が気持ちや意見を表現できるように

援 助 し 、 学 童 ク ラ ブ の 生 活 に 主 体 的 に 関 わ る こ と が で き る よ う に し ま

す。支援員等は、児童の気持ちや意見を受け止める体制を整えるものと

します。  

（１３）運営主体及び支援員等は、児童が学童クラブでのルール等について

意見を表明する機会を持つことや、児童の生活や遊びに影響を与える事

柄については、児童が支援員等と共に考え、共に決めることができるよ

うに努めるものとします。  

（ 1４）運 営主体 及 び支援 員等は 、性 暴力防 止のた め、 児童の 発達段 階に 応
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じた啓発を行うものとします。  

   また、指導員等から児童への性暴力及び児童間での性暴力が発生した

際に適切かつ迅速に対応できるよう体制を構築するものとします。  

２  障害のある児童への対応  

（ １ ） 設 置 主 体 、 運 営 主 体 及 び 支 援 員 等 は 、 包 容 ・ 参 加 （ イ ン ク ル ー ジ ョ

ン）の考え方に立ち、学童クラブでの生活を通じて児童同士が共に成長

できるよう、障害のある児童（医療的ケアを必要とする児童を含む。）

が学童クラブの利用を選択できる機会が確保されるための適切な配慮と

環境整備を図り、受入れに努めるものとします。  

（２）運営主体及び支援員等は、児童や保護者との面談などを通して、児童

の障害の状況を正確に把握するとともに、家庭での状況や保護者の意向

等を確認し、計画的に児童の支援に当たるものとします。  

   また、児童発達支援や保育所等の利用経験がある場合は、利用時の状

況を把握するなどし、切れ目のない支援を行うものとします。  

（３）運営主体及び支援員等は、市及び学校、障害児相談支援事業所、放課

後等デイサービス事業所その他関係機関等と連携・協力して、児童の特

性に応じた支援方法を検討するものとします。  

（ ４ ） 運 営 主 体 及 び 支 援 員 等 は 、 児 童 の 状 況 の 変 化 や 、 学 校 の 卒 業 等 に よ

り、学童クラブから放課後デイサービスに移行する際には、支援内容等

について引き継ぎを行う等、円滑な移行に向けて関係機関と連携を図る

ものとします。  

（５）市や運営主体は、障害のある児童の特性を踏まえた育成支援の向上の

ために、学童クラブと地域の障害児を支援する専門機関等が連携して、

相談できる体制をつくるものとします。その際、保育所等訪問支援 、児

童発達支援センターや巡回支援専門員によるスーパーバイズ・コンサル

テーション（後方支援）の活用等も検討するものとします。  

（６）運営主体は、市と連携して、障害のある児童の支援に当たる職員のス

ーパービジョンや職員のケアのための人材確保や研修等 を実施するもの

とします。  

 

３  特に配慮を必要とする児童への対応  
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（１）支援員等は、児童虐待の防止等に関する法律（平成 12年法律 82号）に

基づき児童虐待の早期発見の努力義務が課 されていることを踏まえ、児

童の状態や家庭の状況の把握により、保護者に不適切な養育等が疑われ

る場合には、市や関係機関と連携し、児童福祉法第 25条の２第１項に規

定する要保護児童対策地域協議会で協議するなど、適切に対応する もの

とします。  

（２）支援員等は、児童虐待が疑われる場合は、運営主体及び施設長と協議

の上、市又は児童相談所に速やかに通告し、関係機関と連携して学童ク

ラブとして適切な対応を図るものとします。  

（３）運営主体及び支援員等は、児童虐待のほか、生活困窮、保護者の病気

や 障 害 等 に よ る 養 育 困 難 、 ひ と り 親 家 庭 等 に よ る 育 児 と 就 労 の 両 立 困

難、ＤＶ等の問題がある家庭等の特に配慮を必要とする児童への対応に

ついては、保護者、市及び学校その他関係機関と連携して、児童と保護

者の安定した関係維持に留意しつつ、適切に対応するよう努めるものと

します。  

（４）運営主体及び支援員等は、インクルージョン（ 包容・参加）の観点か

ら、社会的・文化的な困難を抱える児童等へ必要な配慮を行うものとし

ます。  

 

４  登所及び降所  

（１）運営主体及び支援員等は、保護者、学校及び地域等と連携し、 児童の

登所及び降所の安全確保に努めるものとします。  

（２）支援員等は、授業のある日の登所について、集団での登所を推進する

ほか、学童クラブが学校の敷地外にある場合は、学校や地域のボランテ

ィア等と連携し、児童の登所の安全確保に努めるものとします。  

（３）支援員等は、授業がない日の登所について、原則として付き添いの保

護者から直接、児童を預かるものとします。ただし、事前に保護者から

申出があった場合は、その指定する１８歳以上の者から確実に 児童を預

かるものとします。  

（４）支援員等は、降所について、原則として迎えの保護者に直接、 児童を

引 き 渡 す も の と し ま す 。 た だ し 、 事 前 に 保 護 者 か ら 申 出 が あ っ た 場 合

は 、 そ の 指 定 す る 中 学 生 以 上 の 者 に 確 実 に 引 き 渡 す も の と し ま す 。 ま
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た、保護者から事前に申請があった場合には、３年生以上に限り、利用

児童は夏季（３月～９月）においては午後５時まで、冬季（１０月～ ２

月 ） に お い て は 午 後 ４ 時 ま で に 一 人 帰 り す る こ と を 認 め る こ と と し ま

す。  

  （一人帰りについては、令和３年５月６日より施行）  

（５）（３）及び（４）は、児童が学童クラブ外部の習い事等に通う場合に

ついて準用します。  

（６）送迎支援事業として車両による運送を行う民設学童クラブの運営主体

は、法令等を遵守し安全運行を徹底するとともに、当該車両に支援員等

を １ 名 以 上 同 乗 さ せ る も の と し ま す 。 ま た 、 児 童 の 乗 車 及 び 降 車 時 に

は、点呼等の方法により確実に 児童の所在を確認し、安全を確保するこ

ととします。（３）及び（４）は、この場合について準用し、「支援員

等」とあるのは「同乗する支援員等」と読み替えます。  

（７）保護者の送迎は、児童の登所及び降所の安全確保のほか、日頃から支

援員等と保護者がコミュニケーションを図り、学童クラブにおける適切

な児童の育成支援に繋げるための機会でもあり、運 営主体及び支援員等

は、その必要性について保護者の理解を得るよう努めるものとします。  

（８）市、運営主体及び支援員等は、保護者がやむを得ない事情により送迎

が困難なときのために、流山市ファミリー・サポート・センターの入会

及び利用の周知に努めるものとします。その場合にあっては、当該制度

が地域における育児の相互援助を趣旨とすること を踏まえて、利用会員

のほか提供会員（両方会員）としての登録を周知するなど、地域及び保

護者相互の助け合いの促進に努めるものとします。  

 

５  保護者との連携  

（１）運営主体及び支援員等は、学童クラブにおける児童の様子を日常的に

保護者に伝えるものとします。その際、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用

するなど、家庭と学童クラブ双方が効率的に情報を共有できるようにす

る も の と し ま す 。 ま た 、 必 要 に 応 じ て 連 絡 帳 や 個 人 面 談 、 懇 談 会 等 の

様々な方法を適切に活用するものとします。  

（２）運営主体及び支援員等は、ホームページや定期的な通信の発行 、懇談

会等を通じて学童クラブの活動を積極的に情報発信し、保護者が活動や
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行事等に参加する機会を設けるなどして、 学童クラブの運営や児童の育

成支援に保護者の理解と協力を得られるよう努めるとともに、保護者 相

互の交流や助け合いの促進に努めるものとします。  

（３）運営主体及び支援員等は、保護者の就労状況等に基づき、児童が通常

利用する曜日・時間等をあらかじめ把握するよう努めるとともに、児童

の出欠予定をあらかじめ把握するよう、必要な措置を講じるものとしま

す。また、急に欠席する場合の連絡方法をあらかじめ定めて保護者に周

知するものとし、登所時には必ず児童の出欠確認を行うものとします。  

 

６  緊急時の対応  

（１）運営主体及び支援員等は、緊急時の連絡体制を整備し、あらかじめ保

護者へ周知するものとします。  

（２）運営主体及び支援員等は、学童クラブでの育成支援中に、児童の体調

不良や負傷等が生じたときは、速やかに 適切な処置を行うとともに、児

童の状況等について速やかに保護者に連絡し、市に報告するものとしま

す。  

なお、死亡事故や治療に要する期間が３０日以上の負傷や疾病（骨折

等を含みます。）を伴う事故等が発生した場合には、国の指定様式によ

り、速やかに市（市→千葉県→厚生労働省、市→消費者庁）に報告する

ものとします。  

（３）運営主体は、児童や放課後児童支援員の事故や怪我等に備え、損害賠

償保険及び傷害保険等に加入するものとします。  

（４）運営主体及び支援員等は、インフルエンザ等の感染症で学級閉鎖とな

った際は、「うつらない」「うつさない」という感染症の拡大防止の趣

旨 を 踏 ま え 、 学 級 閉 鎖 期 間 （ 短 縮 日 課 と な っ た 場 合 の 当 日 を 除 き ま

す。）における当該学級の児童については育成支援を実施しないものと

します。  

（５）運営主体及び支援員等は、学童クラブの開所中に災害が発生した場合

は、原則として保護者に引き渡すまでの間、学童クラブで受け入れるも

のとします。ただし、災害の状況に応じて、市又は関係機関から指示が

あるときは、その指示に従い対応するものとします。  
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第４章  運営  

１  支援員等  

（１）放課後児童支援員は、豊かな人間性と倫理観を備え、常に自己研鑽に

励みながら必要な知識及び技能をもって 、学童クラブにおいて児童の育

成支援に当たる役割を担う者であって、以下の①～⑥のいずれかに該当

し、かつ、都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の長が行う放課後

児童支援員認定資格研修を修了したもの（令和８年３月３１日までに修

了することを予定している者を含みます。）とします。  

①保育士の資格を有する者  

②社会福祉士の資格を有する者  

③高等学校を卒業した者又は相当の者であって、２年以上 児童福祉事業

に従事したもの（類似する事業に２年以上従事した者であって、市が

適当と認めたものを含む。）  

④教員免許状を有する者  

⑤大学（大学院及び外国の大学を含む。）において、社会福祉学、心理

学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修（専攻）する学科

（研究科）又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者（ 当該学科

又は当該課程を修めて専門職大学の前期課程を修了した者及び当該学

科又は当該課程において優秀な成績で単位を修得したことにより、大

学院への入学が認められた者を含む。）  

⑥５年以上放課後児童健全育成事業に従事した者で あって、市が適当と

認めたもの  

（２）補助員は、放課後児童支援員以外の者であって、放課後児童支援員が

行う支援を補助するものとします。  

（３）障害児支援員は、障害のある児童を受け入れる学童クラブにおいて当

該児童の支援を行う支援員等であって、当該支援に 必要となる専門的知

識等を有するものとします。  
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２  支援の単位  

（１）運営主体は、学童クラブの適切な生活環境と育成支援の内容が確保さ

れるよう、施設・設備や職員体制等の状況を総合的に勘案し、 適切な児

童集団の規模で運営するものとします。  

（２）適切な児童集団の規模としての支援の単位は、 児童が相互に関係性を

構築し、集団としてまとまりをもってともに生活したり、支援員等が 児

童一人ひとりと信頼関係を築いたりできる規模として、１単位の 登録児

童数を原則として４０人以下とします。  

ただし、第５章１の専用区画の面積及び形態並びに第２章２（４）①

の弾力的運用などを考慮し、条例の基準に適合する範囲内において、１

単位の登録児童数を概ね５０人以下とすることができるものとします。  

（３）運営主体及び支援員等は、支援の単位ごとに育成支援を行うものとし

ます。  

ただし、土曜日や延長保育時間などの登所児童数が少ない開所日や開

所時間には、条例の基準に適合する範囲内において 、複数の支援の単位

を合同した育成支援（合同保育）を行うことができるものとします。  

 

３  職員体制  

（１）運営主体は、支援の単位ごとに、放課後児童支援員を２人以上配置す

るものとします。ただし、その１人を除いて補助員に代えることができ

るものとします。  

（２）運営主体は、児童福祉事業に従事した経験がない者を補助員として配

置しようとする場合にあっては、職場内での実務を通じた教育訓練（Ｏ

ＪＴ）の期間を設けた後、配置するよう努めるものとします。  

（３）運営主体は、利用児童数が４０人を超える支援の単位にあっては、支

援員等を３人以上配置するなど、（１）の支援員等を加配するものとし

ます。  

（４）運営主体は、（１）の放課後児童支援員のうち、常勤の職員１人を主

任支援員として配置するものとします。  

（５）運営主体は、各学童クラブに当該施設の管理運営に関する責任者（以

下「施設長」といいます。）を１人配置するものとします。  
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なお、施設長は常勤の支援員とし、１施設の支援の単位数が１単位の

場合又は単位数が２単位であって施設の定員数が７０人に満たない場合

に、当該施設に属する支援の単位（１単位に限ります。）の放課後児童

支 援 員 （ 主 任 支 援 員 を 含 み ま す 。 ） を 兼 ね る こ と が で き る も の と し ま

す。  

（６）運営主体は、１施設の単位数が４単位以上の場合、施設の規模に応じ

て 、 各 単 位 の サ ポ ー ト や 単 位 間 の 連 携 を 図 る こ と 等 を 目 的 と し た 職 員

（ 以 下 「 複 数 単 位 加 配 支 援 員 」 と い い ま す 。 ） を 配 置 す る も の と し ま

す。  

（７）運営主体は、障害のある児童を受け入れるときは、障害児支援員を配

置するものとします。  

この場合において、運営主体は、（１）の支援員等に障害児支援員を

加配（障害のある児童１人又は２人の場合にあっては障害児支援員１人

以上、障害のある児童３人以上５人以下の場合にあっては障害児支援員

２人以上、障害のある児童６人以上の場合にあっては障害児支援員３人

以上）するよう努めるものとします。  

 

４  研修  

（１）市、運営主体及び支援員等は、研修を通じて、児童の支援、学童クラ

ブの運営及び保護者・学校・地域等との連携において必要な知識や技能

な ど 、 支 援 員 等 に 求 め ら れ る 資 質 や 専 門 性 の 向 上 に 努 め る も の と し ま

す。  

   特に、こどもの権利に関する理解を深め、こどもの権利に関する学習

の機会を保障し、研修の機会を設けることに努めるものとします。  

（２）市及び運営主体は、その主催又は共催により、支援員等を対象とした

研修会等を年度ごとに複数回実施するものとします。当該研修会等の実

施にあっては、すべての支援員等を対象とした児童の育成支援に関する

研 修 、 障 害 児 支 援 員 等 を 対 象 と し た 障 害 の あ る 児 童 の 支 援 に 関 す る 研

修、施設長及び主任支援員等を対象とした学童クラブのマネジメントや

保護者・学校・地域等との連携に関する研修、各運営主体や支援員等が

相 互 に 学 び 合 う 実 践 発 表 や 事 例 検 討 等 の ワ ー ク シ ョ ッ プ 形 式 の 研 修 な

ど、研修内容の充実に努めるものとします。  
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   その際、放課後児童支援員等の経験や児童の意見、ニーズに応じた研

修内容にも配慮することとします。  

（３）支援員等は、職務の一環として研修に積極的に参加するほか、自己研

鑽・自己啓発に励み、知識及び技能の習得、維持及び向上に努めるもの

とします。また、研修等で学んだ知識や技能を職場内で共有し、各学童

クラブにおける運営と育成支援の質の向上に努めるものとします。  

（ ４ ） 運 営 主 体 は 、 支 援 員 等 が 研 修 に 参 加 す る 機 会 を 積 極 的 に 確 保 す る ほ

か、職場内での実務を通じた教育訓練（ ＯＪＴ）や支援員等が研修等で

学 ん だ 知 識 や 技 能 を 職 場 内 で 共 有 す る 機 会 の 確 保 に 努 め る も の と し ま

す。なお、支援員等が職務の一環として研修に参加するための費用は運

営主体が負担するものとします。  

（５）放課後児童支援員は、１（１）の放課後児童支援員認定資格研修を修

了するほか、都道府県等が行う放課後児童支援員等資質向上研修を受講

するよう努めるものとします。  

（６）補助員は、都道府県が行う子育て支援員基本研修及び子育て支援員専

門研修（放課後児童コース）を修了するよう努めるものとします。  

（７）障害児支援員は、障害のある児童の受入れに必要な研修を受講するも

のとします。  

 

５  職場倫理及び秘密保持等  

（１）運営主体及び支援員等は、学童クラブが有する社会的責任や公共性を

自覚し、法令遵守と職場倫理の自覚を徹底して、その運営や育成支援に

取り組むものとします。  

（２）運営主体及び支援員等は、児童福祉法、こども基本法、児童の権利に

関 す る 条 約 及 び 流 山 市 子 育 て に や さ し い ま ち づ く り 条 例 の 理 念 に 基 づ

き、児童や保護者の人権に十分配慮し、一人ひとりの人格を尊重して学

童クラブの運営や育成支援に取り組むものとします。  

児童や保護者に、国籍、信条又は社会的な身分による差別的扱いをし

てはならず、虐待や体罰、体型・容姿・性別・障害等についての差別的

言動、保護の怠慢・ネグレクトその他児童の心身に有害な影響を与える

行為も行ってはなりません。  
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また、事業所内で児童虐待等が行われた際の対応について定めておき

ます。  

（３）運営主体の職員には、条例に基づき守秘義務が課されており、正当な

理由がなく業務上知り得た児童や家庭の様々な事業等に関する秘密を漏

らしてはなりません。また、運営主体は、職員の退職後も守秘義務が守

ら れ る よ う 、 文 書 を 取 り 交 わ す な ど の 必 要 な 措 置 を 講 じ る も の と し ま

す。  

（４）運営主体及び支援員等は、児童や保護者の氏名や住所、電話番号、写

真等の肖像権その他個人情報について、関係法令等を遵守して適切に取

り扱うものとします。  

（５）運営主体及び支援員等は、関係機関との連携等に当たって情報交換・

情報共有が必要な場合は、守秘義務や個人情報保護に抵触しないよう、

情報の取扱いに配慮するものとします。  

（６）運営主体は、こどもの権利が侵害される事案が発生した場合の対応方

法について定め、あらかじめ児童に周知しておき、事案発生時には適切

に対応するものとします。  

 

６  要望・苦情の対応及び改善・向上の取り組み  

（１）運営主体は、要望や苦情に対して適切な対応ができるよう、相談窓口

を設置し、施設内への掲示や入所のしおりへの掲載等を通じて児童や保

護者にあらかじめ周知するものとします。  

（２）運営主体及び支援員等は、要望や苦情を受け付けた ときは、迅速に適

切な解決に努めるものとします。また、多様な子育て観を持つ保護者の

声に耳を傾け、事実関係を把握して丁寧な説明に努めるとともに、誠意

をもって話し合うことで、より良い学童クラブの運営に繋げていく意識

を持って対応するよう努めるものとします。  

（３）運営主体及び支援員等は、苦情解決責任者・苦情受付担当者・第三者

委員を定めるなど、苦情解決のための体制の構築や手順等の整理に努め

るとともに、要望や苦情の内容や対応方法について職員間で定期的に確

認・共有するよう努めるものとします。  
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（４）運営主体及び支援員等は、利用者へのアンケート調査等を年２回以上

実施して意見や要望等の把握に努めるとともに、運営内容を自己評価し

て職員間で共有し、運営の改善・向上に努めるものとします。  

（ ５ ） 運 営 主 体 は 、 数 年 に 一 度 の 頻 度 で 第 三 者 評 価 を 受 審 す る こ と と し ま

す。評価結果は職員間で共有するとともに運営主体のホームページ等で

公表し、運営の改善・向上に努めるものとします。また、受審の時期に

ついては市と協議の上で決定します。  
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第５章  施設及び設備等  

１  専用区画  

（１）設置主体は、各学童クラブの開所時間を通じて専ら入所児童の適切な

遊び及び生活の場としての用に供する専用区画を設けるものとします。  

（２）設置主体は、専用区画の面積を定員１人当たり１．６５㎡以上確保す

るものとします。  

（３）設置主体は、複数の支援の単位により育成支援を行う学童クラブを整

備する際には、支援の単位ごとに専用区画を区分するなど、適切な児童

集団の規模による支援の提供に適した専用区画の形態に配慮するものと

します。  

（４）運営主体は、保育料等以外に料金を徴収して任意の希望者が参加する

自主事業（学習支援や習い事等）を行う場合は、当該自主事業の参加者

以外の入所児童の遊び及び生活のための活動を妨げないよう、学童クラ

ブの専用区画以外の場所又は開所時間以外の時間に行うものとします。  

 

２  学校施設を活用して実施する場合  

（１）学校施設を活用する場合には、市 は、施設の使用に当たって学校や関

係者の協力が得られるように努めるとともに、学童クラブの運営主体が

責任をもって管理運営に当たるものとします。  

（２）専用区画を安定的に確保するまでの間、学童クラブを一時的に特別教

室等のタイムシェアによって運営する場合には、あらかじめ確認するべ

き事項について、運営主体は、学校と取決め等を行うよう努めます。ま

た、タイムシェアを行う特別教室等については、育成支援にふさわしい

環境となるよう配慮するものとします。  

 

３  施設、設備及び備品等  

（１）設置主体及び運営主体は、専用区画のほか、支援の提供に必要な施設

の機能、設備及び備品等を備えるものとします。その場合において は、

以下の①の施設の機能及び②の設備・備品・消耗品を備えるよう努める

ものとします。  
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な お 、 複 数 の 支 援 の 単 位 に よ り 育 成 支 援 を 行 う 学 童 ク ラ ブ に お い て

は 、 そ の 規 模 に 応 じ た 円 滑 な 支 援 の 提 供 に 配 慮 し た 施 設 の 機 能 及 び 設

備・備品・消耗品を備えるよう努めるものとします。  

①施設の機能  

トイレ、静養スペース、事務スペース、キッチン、玄関、廊下、手洗

い場、足洗い場、収納スペース  その他必要な機能  

②設備・備品・消耗品  

空調設備、消火設備、防犯設備、児童用ロッカー、下駄箱、児童用テ

ーブル、本棚、鍵付き収納庫、事務机・椅子・事務機器等、電話・Ｆ

ＡＸ、冷蔵庫、洗濯機、傘立て、掃除用具、寝具、救急箱、ＡＥＤ、

掛け時計、書籍、玩具、テレビ・プロジェクター・ＤＶＤプレーヤー

等 、 調 理 設 備 ・ 調 理 器 具 ・ 戸 棚 ・ 食 器 、 フ ロ ー リ ン グ ・ フ ロ ア マ ッ

ト・カーペット・畳等、防災頭巾、連絡用ポケット、出欠簿・タイム

レコーダー・ＩＣカードリーダー等、掲示板・黒板・ホワイトボード

等  その他必要な設備・備品・消耗品  

（２）設置主体は、障害のある児童も学童クラブが利用できるよう、スロー

プや多目的トイレの設置など、施設のバリアフリー化に努めるものとし

ます。  
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第６章  衛生管理及び安全対策  

 学童クラブを安全・安心な居場所とするため、各施設において条例に定め

ら れ た 安 全 計 画 を 策 定 し 、 総 合 的 な 対 策 を 講 じ る こ と が 求 め ら れ ま す 。 ま

た、学童クラブは感染症の蔓延時や災害時にも必要に応じて開所することが

期待されるため、あらかじめ市や保護者等関係者と連携しながら業務継続計

画を定めるよう努めるものとします。  

１  衛生管理  

（１）運営主体及び支援員等は、施設・設備を清潔に保つほか、手洗いうが

いを励行するなど衛生管理に努めるものとします。  

（２）運営主体及び支援員等は、食料・飲料等を適切に管理し、食中毒の発

生防止に努めるものとします。  

（３）運営主体及び支援員等は、食中毒や感染症が発生した場合は、市及び

保健所に報告するとともに、適切に処置し、二次感染の防止に努めるも

のとします。  

（４）運営主体及び支援員等は、食中毒や感染症発生時のマニュアルを作成

し、対応方法について職員間で定期的に確認・見直しをするよう努める

も の と し ま す 。 ま た 、 対 応 方 法 に つ い て 保 護 者 へ 周 知 す る も の と し ま

す。  

 

２  安全対策  

（１）運営主体及び支援員等は、利用者の安全を図るための計画を作成し、

計画に基づいて施設・設備等の定期的点検、安全確認を行うものとし、

施設・設備に異常があった場合は、速やかに必要な措置を講じるものと

します。  

（２）運営主体及び支援員等は、児童の登所や帰宅について、必要に応じて

市及び学校、地域その他関係機関と連携し、児童の安全確保に努めるも

のとします。  

（３）運営主体及び支援員等は、事件や事故、災害に関するマニュアルを作

成し、対応方法について職員間で定期的に確認・見直しをするよう努め
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るものとします。また、対応方法について保護者へ周知するものとしま

す。  

（４）運営主体及び支援員等は、事件や事故、災害に関する訓練等を定期的

に実施するなど、不測の事態に対応し、施設の運営を継続できるよう備

えるものとします。また、発生した事故や事故につながる可能性のある

事例（ヒヤリ・ハット事例）を収集・分析 し、職員間で共有化を図るな

ど、事故防止に努めるものとします。その際、国の「教育・保育施設等

における事故情報データベース」の活用を検討します。  

（５）運営主体及び支援員等は、児童がプール等に入るようなことや、普段

の学童クラブでの活動と異なることを行う際には、安全管理に特に留意

し 、 運 営 体 制 等 が 整 わ な い と 判 断 さ れ る 場 合 は 、 中 止 す る も の と し ま

す。  

（６）運営主体及び支援員等は、遠足等行事の活動や取組等のために、公共

交通機関を利用する場合や自動車を運行する場合は、児童の乗車・降車

の際に、視認に加え、点呼等で確実に所在を確認するものとします。  
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第７章  学校及び地域等との連携  

１  学校との連携  

（１）運営主体及び支援員等は、児童の生活の連続性、発達の連続性を保障

するため、日頃から学校及び保護者と情報交換・情報共有を図るなど、

日常的な連携に努めるものとします。  

（２）市、運営主体及び支援員等は、小学校区ごとに学校と三者協議（１小

学校区を対象として複数の運営主体が存在する場合等においては、四者

以上の協議）の機会を持ち、相互の円滑な連携に努めるものとします。  

（３）市、運営主体及び支援員等は、入所児童の活動の幅を広げるため、校

庭、体育館及び特別教室等を学校運営に支障のない範囲内で利用できる

よう、学校との調整に努めるものとします。  

 

２  地域等との連携  

（１）運営主体及び支援員等は、学童クラブが地域から認知され、親しみを

持ってもらう機会として、また、地域で児童を見守り支えてもらう観点

から、地域の自治会、民生委員・児童委員、ボランティア、児童福祉施

設、高齢者福祉施設、保健医療機関その他地域住民・団体・関係機関等

との情報交換・情報共有や相互交流等による連携に努め、ソーシャル・

キャピタルの醸成を図るものとします。  

（２）運営主体及び支援員等は、地域等の理解と協力を得て、地域の公共施

設その他様々な社会資源を積極的に活用し、児童の活動の場や交流の機

会の拡大を図るよう努めるものとします。  

 

３  市及び運営主体相互の連携  

（１）運営主体は、相互の情報を交換し、市と密に連携・協力して学童クラ

ブ全体の均衡ある発展と運営の質の向上を図るため、流山市学童クラブ

運営法人連絡協議会（以下「協議会」といいます。）を組織するものと

します。  

（ ２ ） 協 議 会 は 、 市 （ 所 管 課 ） 及 び 運 営 主 体 に よ る 連 絡 会 を 定 期 的 に 開 催

し、相互の連絡及び調整と情報共有を図るものとします。  
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（３）協議会は、その主催又は市との共催により、支援員等を対象とした研

修会等を年度ごとに実施するものとします。  
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